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IFRS第17号による保険契約の財務報告の公平な競争環境 
保険会社はそれをどのように活用するのか？ 

まえがき 

Economist Impactがデロイト*のために2022
年5月と6月に全4回にわたって実施した2022
年グローバルIFRS保険調査のうち第1回目の
ご報告をできることを大変嬉しく思います。私
たちは、各組織でIFRS第17号の導入に関与
した保険会社の幹部360人からの回答を入
手しました。調査には世界のすべての主要な
市場から参加があり、商品と地理の両面から
保険業界のすべてのセグメントをカバーしています。 

この第 1回目の報告において Economist 
Impactは、EUでエンドースされたIFRS第17号
には、国際会計基準審議会（IASB）が公
表した原文と比較して重要な相違点があるこ
とから、EUを拠点とする参加者の回答に注
目をしています。その相違点とは、IFRS第17
号の主要な要求事項の一つについて適用除
外を任意に認めるもので、多くの利害関係者
はEUのエンドースメントの過程の中で、EUに広
く見られる特定の種類の商品について強制的
に適用されるべきではないと考えていました。 

調査の注目すべき点は、EUに本社を置く保
険グループの大多数がEUの除外規定を任意
に選択する予定があることです。IFRS第17号
が提供する世界レベルでの公平な競争環境
というメリットは、この選択により弱まることは
ないということが、とても強い心情として示され
ています。また調査の参加者は、EUの除外規
定の利用に関する開示を提供する予定があ
ることに言及しています。 

残り3回の調査では、参加者が挙げた他の論
点に焦点を当てる予定です。第2回目の報告
では、保険会社がIFRS第17号による財務報
告に備えるためのテクノロジーにどのような変化
が起きたのかについて、参加者の意見を見て
いきます。第3回目は、2023年にIFRS第17
号の財務諸表を最初に発表する際に、これま
でとは異なる業績と財政状態を報告すべく、
参加者が所属組織としてどのような準備をし
ているかについて検討します。最後に第4回目
の調査では、IFRS第17号が契機となった変

革の旅で参加者が得た考えや、また「本番」
日を乗り越えることができたのかを探ります。さ
らに、収集したすべてのデータにアクセスできる
回答の統計も公開しています。 

Economist Impactが公平かつ洞察に富む
分析を実施したことに感謝するとともに、本調
査に貢献頂いたすべての関係者に御礼申し
上げます。 

本調査報告についてご意見、ご質問等がござ
いましたらが、各地域のデロイトIFRS保険リー
ダーまたは私までご連絡をいただけますと幸い
です。 

Francesco Nagari 
グローバルIFRS保険リーダー 
デロイト中国 
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はじめに 

2017年に公表され2020年に大幅に修正さ
れた待望のIFRS第17号の目標は、保険契
約の認識、測定、表示、開示について100以
上の法域にわたる単一の原則を確立すること、
端的には公平な競争環境を確立することでした。 

当時においても、私たちの2018年のIFRS第
17号に関する報告でも言及していたように、
「適用から生じる実務の多様性」について懸
念が存在していました1。

結果として、実務の多様性は発生し、それは
IFRS第17号の一つの重要な原則である年次
コホートの要求事項（下記囲み）から出現
しました。簡潔に言えば、それは、保険契約か
ら予想される利益を測定、認識するために、
保険会社はどのようにそれらの契約をプールす
べきかという問題をカバーしています。これらの
予想利益は、契約上のサービス・マージン
（CSM）と呼ばれる金額として報告されます。

大まかに言えば、たいていの法域で2023年1月
1日に発効するIFRS第17号のアプローチは、
予想利益は関連する会計期間に稼得され
たとして認識されるべきというものです。なぜ
なら保険会社は、その会計期間に保険契
約者に保険サービスを提供しているからです。 

しかし、それは常に簡単なわけではありません。
短期保険契約では、関連する会計期間の
利益（または損失）を認識することは十分
に簡単です。より難しいのは、収益と費用が
何年にもわたって広がる生命保険契約など
の長期契約の利益をいつ認識するかを決定
することです。 

その課題は、年次コホートの要求事項の削
除または修正を提唱する一部の企業と業界
団体によるロビー活動につながりました。IASB
は、「重要な情報が失われるリスクと免除の
影響を評価することの難しさから、除外によ
る投資家のコストは過大なものになるだろう」
という理由でこれに反対しました4。 

年次コホートの要求事項はとは何か？ 
IFRS第17号を公表したIASBは、年次コホートは「健全な会計のためには必要」2と述べ
ています。そのため、IASBは以下の事項を決定しています。 

 保険契約は「当初認識時に予想される収益性に基づいた」おおまかなグルーピン
グを行う

 年次コホートへのグルーピングでは「当初認識時に不利である契約を分離する」

 「年次」要素の文言への折り込み3－グループに含まれる契約はすべて「12か月以
内に発行されていなければならない」

IASBにより公表された IFRS第17号
は、規制により財務報告にIFRSの適
用が強制される100か国以上の国々
のすべての保険会社によって使用され
る基準として開発されることを目的とし
ていました。EUでエンドースされたIFRS
第17号は、IFRS第17号の重要な要
求事項の一つを除外する追加条項を
含んでおり、それは究極の親会社が
EUに置かれ、新基準を利用する予定
の会社（EU保険会社）で利用可能
です。本紙では、EU保険会社および
それ以外の会社がIFRS第17号の導
入に対してどのように準備しているの
か、なぜ調査はEU保険会社の大半が
除外規定を利用することを決定したと
いう結果を示しているのか、投資家に
どのような影響があるのか、およびEU
のエンドースメントがIFRS第17号による
保険契約の財務報告の公平な競争
環境に与える影響を見ていきます。 
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EUの除外規定 

最終的に、IASBはロビイストの運動に反対す
る決定をしたため、グローバル版のIFRS第17
号は年次コホートの要求事項を維持すること
になりました。 

しかし、2021年にEUは、圏内に本社を置く
保険会社が特定の状況で年次コホートの要
求事項を任意で適用しないことを認める決

定をしました。この決定は業界団体である
Insurance Europeに歓迎されました5（EU
は2027年末までに当該除外規定をレビュー
する予定です6）。EUはまた、除外規定を利
用する会社は、その旨を開示し、たとえば、ど
のポートフォリオに適用したかの説明などを含
む他の情報を提供しなければならないことを
決定しました7。 

私たちの調査によれば、EUを拠点とする保
険会社の大多数、すなわち調査対象となっ
たEUに本社を置く会社158社のうち131の
回答、つまり83%近くは、IFRS第17号に基
づく2023年の財務諸表を作成する際に除
外規定を利用することを選好しています（図
表1参照）。 

図表1 － 2023年のIFRS第17号に準拠した財務諸表の作成に年次コホートの除外規定を利
用する予定ですか？ 

年次コホートによる分割は、「経済的お
よび法的な観点からは単一のものとして
統合されているものを分割するためのド
ライバーを識別することになり、恣意的な
会計処理」を構成することになります。 

Massimo Tosoni, 
Head of Group Accounting Policy & 
Reporting, Generali 
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除外規定の影響 

私たちの調査では、EUを拠点とする保険会社からの131の回答の86%近くが除外規定
を利用するつもりであると言い、財務諸表に重要な影響があると予想しています（図表2
参照）。 
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除外規定を利用する回答者の中には、イタ
リアのGeneraliが含まれています。Head of
Group Accounting Policy & Reportingで
あり、欧州財務報告諮問グループ（EFRAG）
の財務報告技術専門家グループのメンバー
でもあるMassimo Tosoni氏は、Generaliの
決定は実務的な理由によるものではなかっ
たと言います。はるかに重要なのは、年次コ
ホートによる分割は、「経済的および法的な
観点からは単一のものとして統合されている
ものを分割するためのドライバーを識別するこ
とになり、恣意的な会計処理」を構成すると
いう見解です。

「私たちが抱いていた懸念は、利益が変わっ
てしまうということではありません。結局のとこ
ろ、最終的にポートフォリオから得られる利益
の全体は常に同じです。会計によって価値を
創造したり破壊されたりはしていません」と
Tosoni氏は言います。「むしろ、Generali 
Europe全体の業績とは整合しない利益の

発生パターンによるボラティリティが潜在的に
引き起こされることを懸念しています。」 

さらに複雑なのは、グローバルなIFRS第17号
ルールの下では、企業が適用したいドライバー
を選択できるようになることだと同氏は言いま
す。「潜在的に、システムに実装するドライ
バーに応じて、プレイヤーごとに利益パターンが
異なることになります。」Tosoni氏の見解で
は、IASBが2026年あたりで適用後レビューを
実施する際に、EUのアプローチを反映するよ
うにルールを変更するか、２つのアプローチを
並行して継続するための良い機会となるかも
しれません。

本調査によると、EUに本社を置く保険会社
の大部分が除外規定の利用を計画していま
すが、一定規模の少数派はそうではありませ
ん。その中には巨大なAllianzグループがあり、
Group Chief AccountantであるRoman 
Sauer氏は、一部の保険会社では規制の目
的の一つがグローバルな調和にあることから、

IFRS第17号のグローバル版を使用したいと
考えおり、「私たちはIASBが公表したIFRSに
忠実であることによって貢献をしたい」と言い
ます。 

さらに同氏は、そうすることには戦略的な理
由もあると言います。EU圏外の一部の規制
当局は、特定の資本市場取引に完全な
IFRS財務諸表を要求していて、一度でもそ
れらが必要となった場合には、その準備にコ
ストがかかり、おそらく長い時間がかかります。

フランスを拠点とするグローバルな再保険会
社であるSCORは、除外規定を利用しない
別の会社です。グループCFOのIan Kelly氏は、
除外規定は「私たちが引き受けているビジネ
スにはそれほど当てはまりません」と言います。

「それは、有配当ビジネス、キャッシュ・フロー・
タイプのマッチング・ビジネスなど、ある程度相
互扶助のある特定のビジネスにより当てはま
るものです」と同氏は言います。

投資家の反応への対応 

年次コホートの要求事項を含めないことにつ
いてIASBによって表明された主な懸念の一つ
は、保険契約グループの収益性に関する情
報の損失でした。それは、除外規定を利用
した保険会社を投資家がどのように見るのか
という疑問を生じさせます。 

GeneraliのMassimo Tosoni氏は強気です。
除外規定の利用によりその財務諸表は、保
険会社がどのように金融リスクを管理してい
るかという点からは、実際はより適切になるだ
ろう、したがって会社に対する投資家の見方
を曇らせることはない、もっと言えば資本コス
トやM&A行動に不利な影響を与えるもので
もないと言います。さらに除外規定は、年次
コホートのないソルベンシーIIにおけるリスク管
理アプローチとも整合的であると言います。

AllianzのSauer氏は、投資家は除外規定を
利用する会社を不信の目でみる一方で、グ
ローバルなルールに忠実な会社を称賛するの
ではないかと疑っています。

「私たちが年次コホートについてより忠実な
ルールを採用することで、少しでも称賛され手
柄が認められることを願っています。しかし長
期的には、そのために手柄が認められるとは
思っていません」と同氏は言います。より重要
な論点は、ある法域が除外規定を設けてい
るという事実に関するメッセージを送ることだ
と同氏は付け加えます。 

いずれにしても、比較可能性の問題は、おそ
らく議論の余地があります。EUの規則により、
除外規定を利用する予定の保険会社は、
その理由に関する情報を提供しなければなり
ません。

本調査では、除外規定を利用していない企
業と利用している企業の財務諸表の比較
可能性をどのように確保するのか質問された
際に、大部分 - 82% - は純利益およびそ
の他のKPI（Key Performance Indicators）
についての定量的な調整表を提供すると回
答しています。 
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Generaliは少数派の道を行き、定性的アプ
ローチを採用するとTosoni氏は言います。最
終的には、自社がなぜ除外規定を利用する
ことを選択したかの理由を説明し、影響を受
けるポートフォリオが示されるでしょう。

「しかし、私たちが適用したものとは異なる
ルールの損益計算書を並行して計算するつ
もりはありません」と同氏は言います。「私た
ちは異なる粒度への定量的な調整表を作
成することは要求されていませんし、既に利
用可能な必須の情報に加えて、それは関連
情報を利用者に提供しないと考えています。」

Tosoni氏は、投資家やアナリストはこれまで
のところ、除外規定が業績に与える影響を
理解しようとする意欲をあまり示していないと
付け加えます。同氏は、IFRS第17号が保険
会社に開示することを要求しているCSMの
ロールフォワードや新契約の貢献といった情報
は、保有契約全体との比較として新契約か
ら予想される収益性を示すには十分である
と説明しています。 

「私たちが提供しようとしている情報は既に
非常に広範で豊富であり、第三者が私たち
の業績に関するビジネス上の洞察を得ること
を可能にします」と同氏はGeneraliの将来の
IFRS第17号の開示アプローチについて語りま
す。 

（ほぼ）公平な競争環境 

おそらく最も重要なのは、調査対象者は概
して、除外規定の利用が公平な競争環境
というIFRS第17号の目的を損なうとは感じて
いないことです。AllianzのSauer氏は、除外
規定は、「比較可能性の点で大きな障害で
はない」ので、除外規定を利用する企業の
影響により比較可能性が完全に損なわれる
ことはなさそうだと言います。そして、世界中
のビジネスモデルが異なり、現在でも比較可
能性が課題であることから、IFRS第17号は
依然として大きな進歩であると同氏は付け
加えます。 

Prudentialのグループ CFOである James 
Turner氏にとっては、EUで保険を引き受けて
いないため、EUの除外規定は問題ではあり
ません。除外規定の影響についての議論は、
保険会社の資本要件に関するソルベンシーII
の導入について、当時生じた同様の疑問を
思い出させると同氏は言います。 

「ソルベンシーIIはどの国でも同じであるはずで
したが、そこにはさまざまな国の間で解釈の違
いがありました」と同氏は言います。「違いは
ありましたが、比較可能性が大きいほど業界
にとっては良いので、より大きな比較可能性
という点で、ソルベンシーIIがもたらした価値が
損なわれたとは思いません。」 

そして、除外規定を利用できないカナダに本
社を置く損害保険会社Intact Financialに
とって、公平な競争環境の概念が損なわれ
るかどうかの質問は、「その他のすべては完全
に比較可能であるかのような暗示をしていま
す」と、EVP兼CFOのLouis Marcotte氏は
述べています。 

「私たちの認識では、IFRS第17号の下でより
比較可能性は向上するかもしれませんが、
完璧ではありません。EUの除外規定は長期
契約に適用可能ですが、損害保険会社に
とっては比較可能性への影響という点で目
立った変化を起こすものではありません」と
Marcotte氏は言います。「かなりの選択肢
がある分野がいくつかあるので、IFRS第17号
の財務諸表は、市場間で同一ではない可
能性があり、さらにはプレイヤー間でも異なる
かもしれません。」 

完璧ではないが悪くはない 

SCOR の 副 グ ル ー プ CFO の Redmond 
Murphy氏の疑問は、IFRS第17号に基づく
財務報告は整合的なものになるという意見
という広範な議論に関連しています。 

「私たちの認識では、IFRS第17号
の下で比較可能性が改善されるか
もしれませんが、それは完璧ではあ
りません。EUの除外規定は長期契
約に適用可能ですが、損害保険
会社にとっては比較可能性への影
響という点で目立った変化を起こす
ものではありません。」 

Louis Marcotte 
Intact EVP兼CFO 

図表3 ー 年次コホート免除を適用しなかった企業と財務諸表をどう比較可能にする予定
ですか？ 

純利益およびその他のKPIに対して年次コ
ホート除外規定を利用しなかった場合との
定量的な調整表を提供する

年次コホート除外規定を選択しなかった場
合の影響を説明する定性的な（定量的
ではない）開示を提供する 

その他（具体的に） 
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「少なくとも一報告期間で、そのようになると
は純粋に思えません」とMurphey氏は言い
ます。CSMの計算や異なるビジネスに対する
準備金の数値計算など、IFRS第17号のメソ
ドロジーがいくつかの分野で大きな柔軟性を
提供していることは、広く認識されていません。
すなわち、「非常によく似たタイプのビジネスに
対して異なる会社が異なる会計処理をする
かもしれません。」 

「整合性がもたらされるだろうという期待があ
りますが、実際にはそうならないでしょう」と
Murphey氏は言います。「市場は、A社・B
社・C社を比較して何をしているのかを解明し
ようとするために最初の数年を費やすことにな
るでしょう。」 

時間が経てば、企業が採用するアプローチが
変化することで、一部の側面が整合的にな
るかもしれませんが、「しかし、IFRS第17号の
期首貸借対照表に組み込まれているため、
変更できないものもあります」と同氏は付け
加えます。 

IFRS第17号が柔軟性を提供するのはCSM
と準備金だけではないとSCORのIan Kelly氏
は指摘します。リスク調整は、整合性が損な
われる可能性のある別の領域です。 

「リスクマージンについて非常に規範的なソル
ベンシーIIとは異なり、(IFRS第17号に基づく)
リスク調整で利用可能な選択肢は、短期
的には整合性がない可能性があることを意
味します」とKelly氏は言います。会計基準の
複雑さを前提とすれば、それを理解するには
ユーザーにとって「かなりの時間」もかかり、投
資家やその他の利害関係者にとってはさらに
複雑になります。

結論 

最終的に、調査対象者は、IFRS第17号が
IFRS第4号よりもはるかに複雑であると言い、
これらの複雑さにより、市場がその影響を完
全に把握するのに時間がかかることを意味し
ています。 

「そうは言っても、それは引き受けられているビ
ジネスにより大きな透明性をもたらすはずで
あり、私たちはそれをメリットとして見ています」
とSCORのIan Kelly氏は言います。「そして、
それは私たちの生保事業の価値をはるかに
公正に表すでしょう。そして、企業がビジネス
で生み出している価値をより明確に反映する
でしょう。」 

これは、多くの調査対象者からのフィードバッ
クである、IFRS第17号の導入はより大きな
比較可能性を提供するということ、EUで利
用可能な除外規定は、保険会社が裁量を
行使できる分野の一つにすぎないため、公平
な競争環境の目的に大きな影響を与えるべ
きではないだろうということ、と一致します。

その結果、コンセンサスは、IFRS第17号への
準拠がもたらすと予想されている二つの主要
なメリット - 業績をよりよく反映した財務諸
表および資本への容易なアクセス - が、時
間が経てば、除外規定を利用する会社に
とっても有効であるということになりそうです。 

一方、世界的に多くの保険会社にとって1月
1日の期限が大きく迫るにつれて、基準に準
拠するための導入の責任者は、準備ができ
ているとほぼ確信しています。ある調査対象
者が言ったように、「私たちは締め切りに間に
合うことについて何の懸念も想定していませ
ん。それは、私たちの理想の状態ではどの部
分が自動化され、どの部分がまだ手で処理
することになるかに関するものです。」 

しかし、すべての保険会社にとって、基準への
準拠の中心にあるのはテクノロジーです。第
回目の調査が示すように、これは、いくつかは
まだ克服していない一連の課題を生じさせま
した。 

「整合性がもたらされるだろうという期
待がありますが、実際にはならないで
しょう。市場は、A社・B社・C社を比較
して何をしているのかを解明しようとする
ために最初の数年を費やすことになる
でしょう。」 

Redmond Murphy 
SCOR 副グループCFO 
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グローバルIFRS17損保リーダー 
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Stephen Keane 
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skeane@deloitte.co.uk 

Murray Mclaren 
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Elaine Hultzer 
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Larry Danielson 
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Darryl Wagner 
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